
【湯浅町の給与・定員管理等について】

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）
住民基本台帳人口 （参考）
（２０年４月１日現在）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）　１ 職員手当には退職手当を含みません。

　　　　２ 職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

（３）特記事項
空欄としている事項については後日掲載予定

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月1日現在）

グラフ

（注）　１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す

　　　　　 指数です。

　　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの

　　　　　です。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在）
①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 歳 円
歳 人 円 円 歳 円
歳 人 円 円 歳 円
歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成1７年～1９年の３ヵ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

④看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

⑤福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外手当などの

　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には、時間外勤務手当、特殊勤務手当の

　　手当が含まれないことから、比較のため国家公務員と同ベースで再計算したものです。

（２）職員の初任給の状況（２０年４月１日現在）
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（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

人

人

人

人

人

（注）１ 湯浅町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務を表しています。

（注）　平成１８年に８級制から６級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（２）昇給への勤務成績の反映状況

区分 １５年以上２０年未満 ２０年以上２５年未満 ２５年以上３０年未満

242,500 302,625高校卒
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

１人当たりの平均支給額（1９年度） １人当たりの平均支給額（1９年度）

千円 千円
（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　５％～１０％ 役職加算５％～２０％　管理職加算10～20％ 役職加算５％～２０％　管理職加算10～25％

（注）　（ 　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当（２０年４月１日現在）

支給率 自己都合 勧奨・定年 支給率 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他加算措置 　定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算 その他加算措置　定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　な　し　） （退職時特別昇給　　　　　　　　な　し　）
1人当たり平均支給額 千円 千円
(注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）特殊勤務手当
支給実績（１９年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度） ％
手当の種類（手当数）１９年度

（４）時間外勤務手当
支給実績（１９年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 千円
支給実績（１８年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 千円

150
18,909
155

890
68,461

8.1

18,024

日額２５０円

日額１５０円

感染症患者の家庭を訪問し、保健指導す
る職員 保健業務他

不快手当 清掃に従事する職員 清掃業務

危険手当
上記のほか危険と認められた業務に従事

する職員 清掃業務他

手当の名称
3

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

33.50 41.34
47.50 59.28

1.45 1.453.0 3.0

湯浅町

1,9031,543 ―

（0.75） （0.75）（1.6）

国和歌山県

（1.6）

30.5530.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

41.34

3.0

33.50
47.50

　未実施

国湯　浅　町

1.45

23.50 23.50

59.28
59.28

主な支給対象職員

20,243

59.28

従事した日１日 1,000円～2,000円感染症患者訪問手当

59.28 59.28



（５）その他の手当

（１９年度決算）

1
2

3

1

2 自宅を所有している職員（自宅）

1 交通機関　限度額
５５，０００円

2 交通用具　限度額
２４，５００円

課長級職員　給料×９％
副課長級職員　給料×６％

４，２００円

５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

給料月額等 給料月額等
（参考）類似団体における最高／最低額

町長 円 最高　860,000円　　　最低　532,000円

副町長 円 最高　715,000円　　　最低　476,000円

教育長 円
議長 円 最高　420,000円　　　最低　218,000円

副議長 円 最高　370,000円　　　最低　174,000円

議員 円 最高　350,000円　　　最低　156,000円

町長 （平成１９年度支給割合） 役職加算

副町長 ３．０月分（６月期 １．４月分、１２月期 １．６月分）×（給料月額＋給料月額×３５％）

教育長
議長 （平成１９年度支給割合） 役職加算

副議長 ３．０月分（６月期 １．４月分、１２月期 １．６月分）×（給料月額＋給料月額×３５％）

議員
（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

町長 ６５万円×在職月数×０．４３３ 任期毎
副町長 ５６万円×在職月数×０．２５８ 任期毎
教育長 ５２万円×在職月数×０．２０８ 任期毎

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における

  退職手当の見込み額です。

円

7,861

千円

14,418 200,250

千円 円

円
13,917

3,877

2,730

千円 円

千円

341,782

53,529

円

228,058

宿日直手当

同じ

管理職手当 異なる

宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務
した場合に支給 同じ

同じ

住居を借り受け月額12,000円を超
える家賃を支払っている職員（借
家）

　　　　　　　最高２７，０００円

　　　　　　　　　　　２，５００円

同じ

満１６歳から２２歳の子
　　　　　　　１１，０００円)
　　配偶者がいない場合
　（そのうち１人については、

扶養手当

住居手当

通勤距離が片道２ｋｍ以上で、交通
機関を利用し、あるいは交通用具を
使用して通勤している職員

通勤手当

配偶者　　　１３，０００円
配偶者以外の扶養親族
　　　　　　　　６，５００円

　　　　　５，０００円加算

内容及び支給単価手当名 支給実績

支給職員１人当たり
国の制度と

の異同
国の制度と異

なる内容
（１９年度決算）

平均支給年額

1,016

220,000
235,000
280,000

560,000
650,000

520,000

千円

給料

区分

管理又は監
督の地位にあ
る職員に職務
の級及び支

給区分に応じ
て定額を支給

退職手当

5,191,680円

期末手当

報酬

13,509,600円
6,935,040円



６　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

区分
部門

育児休暇取得に伴う代替職員、国民保護・防災業務増による増

昨年度数値誤りによる減

事務の統合による減

重伝建地区選定による防災対策等業務増による増

退職者不補充、保育士の職種変更による減

退職者不補充による減

新設事業終了による減

昨年度数値誤りによる増

(注）１ 職員数は一般職に属する職員です。

　　  2 教育長を含みます。

（２）年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

対前年
増減数

主な増減理由

議会

普通
会計
部門

一般
行政
部門

商工
農水
税務
総務

計
衛生
民生
土木

教育部門
小計

公営
企業
等会
計部
門 小計

その他
下水道 1

10
18

職員数
平成２０年平成１９年

123
18
47
10
2
5
8
31
2 2

32
8
6
2
9
42
19
120

21 22

7
1
9
17

160

-3
1

0
0
1
1

-1

7

1
0

1

-5
-1
0
1
0

161

｜ ｜

-2

合計

水道
144 142

３１歳 ３５歳 ３９歳 以上４３歳２３歳
｜｜

４０歳３２歳 ３６歳

｜
４７歳
｜

２７歳
｜

５６歳５２歳 ６０歳

｜
４８歳

7 8 7 5 6

５９歳５５歳
｜

５１歳
｜

2 10

計

92
人

４４歳

15 14 18 0

区分

職員数

２４歳 ２８歳

未満

２０歳 ２０歳

0

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

２０歳未満 ２０
｜

２３

２４
｜

２７

２８
｜

３１

３２
｜

３５

３６
｜

３９

４０
｜

４３

４４
｜

４７

４８
｜

５１

５２
｜

５５

５６
｜

５９

６０歳以上

系列1

系列2

H２０構成
比
H１５構成
比



（３）定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成１９年４月１日～平成２３年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）湯浅町集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年別進捗状況（実績）の概要
区分

部門 数値目標

(注）１　計画期間は、１９年～２３年の４年間です。

　　　２　増減は、各年の欄にあっては対年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を

　　　　　示します。

７　公営企業職員の状況

（１）水道事業
①職員給与費の状況
ア 決算

Ｂ／Ａ
千円 千円 千円 千円

7
（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。

　2 職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数です。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２０年４月１日現在）

③職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（１９年度）
千円

（１９年度支給割合）
期末手当 勤勉手当

月分 月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　６％・９％

1,794

3.0

161 148 13 8.1
人 人 人 ％

純減率
職員数 職員数

平成19年4月1日 平成23年4月1日
純減数

２２年 ２３年

数値目標
計画期間

１６１名から１４８名への減平成23年4月1日平成19年4月1日
始期 終期

１９年～２３年
計画始期 計２年目 ３年目 ４年目 計画終期

１９年 ２０年 ２１年

全部門
増減

職員数 161 159
▲ 2

157
▲ 2

153
▲ 4

148
▲ 5

（参考）

純損益又は実
質収支

職員給与

Ｂ

総費用に占める職員
給与費比率

Ｂ／Ａ

148
▲ 13

18,580 46,674 16.6
千円 千円 千円 ％

１９年度
人

353,528

給　与　費
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

平均月収額
383,136

区分
湯浅町

平均年齢
48.9

区分

区分
職員数

Ａ

総費用

Ａ

１９年度
281,531

一人あたり給与費

31,358 2,758 12,558 46,674 6,668
千円

基本給

湯浅町

1.50



イ 退職手当（２０年４月１日現在）

支給率 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分
その他加算措置 　定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　な　し　）
1人当たり平均支給額 千円 千円
(注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ時間外勤務手当
千円
千円

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みません。

エ その他の手当

1 配偶者　　　１３，０００円
2 配偶者以外の扶養親族

　　　　　　　　６，５００円
　（そのうち１人については、
　　配偶者がいない場合
　　　　　　　１１，０００円）

3 満１６歳から２２歳の子 円
　　　　　５，０００円加算

1

　　　　　　　最高２７，０００円

2 自宅を所有している職員（自宅 円
　　　　　　　　　　　２，５００円

1 交通機関　限度額
５５，０００円

2 交通用具　限度額 円
２４，５００円

課長級職員　給料×１０％
副課長級職員　給料×６％

円

４，２００円 円
72,250

千円

289
千円

174,600

30,000

88,000

409,500

873

千円

30

30.55

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）
支給実績（１９年度決算）

22,287

41.34

0

47.50 59.28
59.28 59.28

湯　浅　町

23.50
33.50

千円

88

131
658

支給実績
（１９年度決算）

千円

819

扶養手当

支給職員１人当たり

平均支給年額

（１９年度決算）

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と異な
る内容

管理職手当

宿日直手当

通勤手当

住居を借り受け月額12,000円
を超える家賃を支払っている
職員（借家）

通勤距離が片道２ｋｍ以上で、交
通機関を利用し、あるいは交通用
具を使用して通勤している職員

住居手当

管理又は監督
の地位にある職
員に職務の級及
び支給区分に応
じて定額を支給

宿日直勤務を命ぜられた職員が
勤務した場合に支給

同じ

同じ

同じ

異なる

同じ


